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鉄道とまちづくりを一体的に行っている事例：ユーカリが丘 2

■まちづくりの目的、特徴

・目的：「自然と都市機能の調和」 「少子高齢化」 「安心・安

全」 「文化の発信」 「高度情報通信化」

・計画地面積：245ha、・計画人口：3万人

・1979年から開発着手、1979年から分譲開始

全」 文化の発信」 高度情報通信化」

・特徴：成長管理型開発、新交通システムの建設・運営、住民

、行政、ディベロッパーの三位一体の街づくりの推進、住み

かえ支援事業
位置図

・運営主体：山万株式会社

・運行キロ・駅数：4.1km、6駅、 輸送人数：711千人/年（平成16年）、1982年11月から運

■新交通システムの概要
位置図

運行キ 駅数 、 駅、 輸送人数 千人/年（平成 年）、 年 月から運

行開始(開業後30年）

・13分でタウン内の6つの駅を一周し、すべての住居から徒歩10分以内でアクセス可能

、路線の直近に病院、商業施設等が立地

■新交通システム以外の街の交通システム

・新交通システムに加えて、電気バス、EV、シニアカーなども組

み合わせた自動車に頼らない環境にやさしい交通まちづくり

ユーカリが丘線

み合わせた自動車に頼らない環境にやさしい交通まちづくり

を実施。

・ ニュータウン内を網羅する日本初の非接触充電型電気バス

を用いた社会実証実験を実施を用いた社会実証実験を実施

・ ２，０００円/３時間でユーカリが丘駅前で電気自動車のレンタ
ル、３基の充電施設整備。

出典：ユーカリが丘 公式タウンポータルサイト 等

新交通システム路線図



大規模商業施設の鉄道駅への立地可能性について
（民間事業者からのヒアリング結果）
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①今後の戦略として４つの方向性を持っている。すなわち、ⅰ）アジアシフト、ⅱ）大都市シフト、ⅲ）シニアシフト、ⅳ）デジタル
シフトである。このうち、大都市シフトでは、広大な土地確保が困難であるため、中規模店舗の展開を考えている。

②鉄道駅周辺の店舗については 駅の利用者数を踏まえて駐車場の規模を決定している 駅周辺の店舗では郊外型店舗と

【A 社】

②鉄道駅周辺の店舗については、駅の利用者数を踏まえて駐車場の規模を決定している。駅周辺の店舗では郊外型店舗と
比べて公共交通や徒歩による来店割合が高い。

③以前は再開発による事業展開も行ったが、コストが高く閉店するケースもあった。駅前に立地している既存店は、独自開発
によるものである。

④立地戦略は 自動車でのアクセス時間により商圏を把握して立てている 鉄道は商圏を分断する要素として捉えている④立地戦略は、自動車でのアクセス時間により商圏を把握して立てている。鉄道は商圏を分断する要素として捉えている。
埼玉県での立地については、圏央道以北では自動車交通による来客を中心に、以南では鉄道による来客も考慮して立地
を検討している。

⑤鉄道沿線の全ての駅に大型商業施設を展開することは不可能（スーパーなどは別）で、店舗展開する駅は当然限られる。

⑥大規模店舗の前には路線バスの停留所を設置するようバス事業者と交渉している。バス事業者も協力的である。

【B 社】 ①店舗側の視点では、鉄道を利用して買い物に来てもらうことをあまり想定していない。鉄道駅はあくまで通勤や通学におけ
る生活拠点であり、商業施設へのアクセスは自動車利用や自転車利用が中心と考えている。

②立地場所が駅に近くても、自動車利用を前提とした事業展開（地下に駐車場を設けるなど）となる。その後、駅近くの立地
条件により鉄道利用が増えていくという考え。

③駅前での大幅な売り上げが見込めない限り、商業事業者は駅前立地ではなく郊外立地を目指すようになる。駅前立地の③駅前での大幅な売り上げが見込めない限り、商業事業者は駅前立地ではなく郊外立地を目指すようになる。駅前立地の
場合、再開発手法が多いが、コストが高く（特に共益費が高い）事業者としては厳しい。

④鉄道乗り換えのターミナル駅では、鉄道によるアクセスもあり得るが、普通の駅では商圏が鉄道軸沿いには拡がらない。
ブランド店など魅力のある店舗がなければ商圏は拡大しない。

⑤移動制約者には宅配サ ビスやネ トス パ 等のサ ビスで対応 今後 インタ ネ ト等を活用した無店舗型の買い⑤移動制約者には宅配サービスやネットスーパー等のサービスで対応。今後、インターネット等を活用した無店舗型の買い
物形態が増えるのではないか。

⑥郊外の店舗立地を許容しつつ、駅前への立地も促すような施策も必要ではないか。



地方税の工夫について 4

① 沿線に高度な都市機能として、大規模商業施設、総合病院、文化施設、スポーツ施設等を整備する場合、利用

者の交通動向、利便性等を考慮して集約的にこれら都市機能を立地させることが重要

② 沿線住民が鉄道を利用してこれら都市機能を利用する一方 沿線地方公共団体においては固定資産税等の税収入に格② 沿線住民が鉄道を利用してこれら都市機能を利用する 方、沿線地方公共団体においては固定資産税等の税収入に格

差が生じることが予想されるため、これを平準化させる仕組みを検討することが重要

東京都における事例：都区財政調整制度について

●都区財政調整とは、一定水準の行政サービスを区が提供できるようにするために、東京都と２３区

及び２３区相互間の財源を調整する仕組みである。２３区の行政が自主的かつ計画的な運営を確

保することを目的としている。

●２３区の区域では人口が高度に集中する地域であることから 行政の 体性 統 性を確保する●２３区の区域では人口が高度に集中する地域であることから、行政の一体性・統一性を確保する

ために、本来は市町村の財源となる税の一部を都が徴収し、その上で、都と区の事務分担に応じ

た一定割合を「特別区交付金（財政調整交付金）」として、区に交付している。

総務省の定住自立圏構想総務省の定住自立圏構想

●地方圏において安心して暮らせる地域を各地に形成
し、人口流出を食い止めるとともに、地方圏への人
の流れを創出することが求められている。

●市町村の主体的取組として 「中心市」の都市機能と●市町村の主体的取組として、「中心市」の都市機能と
「周辺市町村」の農林水産業、自然環境、歴史、文
化など、それぞれの魅力を活用して、相互に役割分
担し、連携・協力圏域全体で必要な生活機能を確保
し、地方圏への人口定住を促進する政策である。

出典：江東区HP 都区財政調整制度

図 都区財政調整制度の基本的仕組み図 定住圏自立圏のイメージ



沿線定住・交流人口推計 5

① 小田原線沿線に高度な都市機能を集約立地させる場合、各駅の利用特性を考慮することが重要

② 下図に示すように、各駅の駅勢圏の夜間人口、昼間人口、30分圏域人口、乗降者数、駅周辺(1㎞）圏域の主要施設立地か
らみると駅ごとに特化している指標が異なっており、駅の持つポテンシャルが異なることを示している。

◆小田原線の駅2km圏夜間人口,昼間人口及び30分圏域人口、乗降者数、主要施設
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都心側では駅密度が高く 駅勢圏（ティーセン分割後）は駅2km圏よりも

新宿 代々木上原 下北沢 経堂 成城学園前 登戸 向ヶ丘遊園 新百合ヶ丘 町田 相模大野 相武台前 海老名 本厚木 愛甲石田 伊勢原 鶴巻温泉 東海大学前 秦野 渋沢 新松田 開成 小田原

商業施設
（店舗面積1万㎡以上）

町田東急ツイ
ンズ

小田急相模大
野ステーショ
ンスクエア

ビナウォーク
（マルイファミ
リー海老名）

厚木ガーデン
シティビル（イ
オン厚木店）

イトーヨーカ
ドー伊勢原店

ＳＥＩＹＵ小田
原ＥＰＯ店

図書館等
町田市立中央
図書館

相模大野図書
館

海老名市立中
央図書館

松田町図書館

医療・福祉施設
海老名総合病
院

伊勢原協同病
院

八木病院 足柄上病院

町田市 相模原市 座間市 海老名市 伊勢原市 松田町 開成町 小田原市厚木市 秦野市

主要施設
(駅から1
㎞圏域

内）

観光・レジャ 入込者数

駅　名

都心側では駅密度が高く、駅勢圏（ティ セン分割後）は駅2km圏よりも
狭いため、メッシュ人口や商業店舗面積等に影響

＜駅別の夜間人口等規模算定条件及び主要施設＞
【人口規模】 メッシュの中心座標が駅から2km以内のメッシュを集計対象 【夜間人口】 2005年国勢調査 【昼間人口】 2000年国勢調査
【30分圏域人口】 各駅から鉄道を利用した場合の30分到達圏域の人口を推計。数値の無い駅は推計対象外の駅。
【主要施設】 駅から1㎞圏域にある施設を抽出（自治体へのアンケート及びインターネット等を基にした調査結果から駅1㎞圏域の主要施設を抽出）

市
73万人

相模 市
366万人

市
4万人

海 市
13万人

伊 市
24万人

松
28万人

開
16万人

市
425万人79万人 52万人

観光・レジャー入込者数



救急医療体制における地域の連携の事例 6

び

① 医療分野では、より特殊な医療について地域的に集約して提供する医療圏という制度を設けている。

② 神奈川県（小田急） ／埼玉県（東武）においては、以下のような医療圏が設定されている。

都道府県は、医療計画の中で、病院の病床及び診療所の病床の整
備を図るべき地域的単位として区分する医療圏を定めることができ

る。

医療圏設定 考え方 ) 役割

◆神奈川県の医療圏

横浜北部横浜北部

川崎北部川崎北部

川崎南部川崎南部

相模原相模原

医療圏設定の考え方*1) 役割

三次医療圏 都道府県の区域を単位として設定 特殊な医療を提
供*1)

二次医療圏 一体の区域として病院等における入 一般の入院に係

横浜北部横浜北部

横浜⻄部横浜⻄部

横浜南部横浜南部
湘南東部湘南東部

湘南⻄部湘南⻄部

県央県央

県⻄県⻄

二次医療圏 体の区域として病院等における入
院に関わる医療を提供することが相
当である単位として設定。その際、
以下の社会的条件を考慮する

・地理的条件等の自然条件

般の入院に係
る医療を提供 横須賀・三浦横須賀・三浦

・日常生活の需要の充足条件

・交通事情 等

一次医療圏 市区町村単位として設定

◆埼玉県の医療圏

利根利根

北部北部

＜特殊な医療について＞

① 臓器移植等の先進的技術を必要とする医療

② 高圧酸素医療法等特殊な医療機器の使用を必要とする医療

③ 先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療
東部東部

さいたまさいたま

県央県央
川越⽐企川越⽐企

⻄部⻄部

利根利根

秩⽗秩⽗

④ 広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒の特に専門性の高い救急医療 等

出典：厚生労働省 救急医療体制基本問題検討会報告書（平成9年12月）

南部南部南⻄部南⻄部



業務核都市：ネットワーク・位置づけ・都市一覧 7

位置づけ① 東京圏における住宅問題、職住遠隔化等の大都市問題の解決を図るため、東京都区部以外の地域で相当程度広範
囲の地域の中心となるべき都市として業務機能をはじめとした諸機能の集積の核として重点的に育成整備し、東京都区
部への一極依存型構造をバランスのとれた地域構造に改善していくこと目的に、昭和６３年に制定された多極分散型国

分散型ネットワーク構造

土形成促進法において業務核都市制度が定められた。

②広域的な連携・交流の要となる都市を形成する考え方として参考となる事例である。

③ 国等の支援措置、特例

業務核都市⼀覧

その他の施設（公設民営によるもの）：地方債の特例（一般単独事業債（一般分））

④ 地方自治体等における支援措置
・東京都：都市開発諸制度、総合設計などが業務施設集積地区の一部で適用可能

・自治体による条例等の策定

第４次首都圏基本計画（1986年）で位置づけられた業務核都市：横浜、川

崎、厚木、八王子・立川、青梅、熊谷・深谷、浦和・大宮、土浦・つくば・牛久、
成田・千葉ニュータウン、千葉、木更津、

業務核都市 覧自治体による条例等の策定

出典：国土交通省 業務核都市

第５次首都圏基本計画（1999年）で位置づけられた業務核都市：：多摩、町
田・相模原、川越、春日部・越谷、柏

横浜市） 立川駅 駅前（立川市）



都市再生整備計画事業の拡充（地方都市リノベーション事業）の概要

地方都市では、人口減少と高齢化、地場産業の停滞などにより、地域の活力が低下しており、経済社会情勢の変化に応じた都市の再構築（リノベーション）
が喫緊の政策課題

背景

8

が喫緊の政策課題

①地方都市の既成市街地において、既存ストックの有効利用を図りつつ、将来にわたって持続可能な都市とするために
必要な都市機能（医療・福祉・子育て支援・教育文化・商業等）の整備・維持を支援し、地域の中心拠点の形成を図る。

●中心拠点区域の要件 低 未利用地を活用し 土地を有効利用する地域の生活を支え 公共交通の利用促進に

②さらに、中心拠点と公共交通によって結ばれた駅・停留所の周辺部において、地域の
生活に必要な都市機能（医療・商業等）の整備・維持を支援し、生活拠点の形成を図る。

中心部・周辺部全体として
持続可能な都市構造へ再構築。

●中心拠点区域の要件
DID区域内、公共交通圏等（３大都市圏の政令市及び特別区を除く）

庁舎跡地→街区一体で整備

低・未利用地を活用し、土地を有効利用する
ことにより、生活に必要な都市機能を確保

地域の生活を支え、公共交通の利用促進に
つながる生活に必要な都市機能を整備

生活拠点区域（上記②）

※生活拠点区域では一部要件を緩和

近接する公共交通と一体的な施設整備

区画整理・再開発
事業の要件緩和等

交付率の嵩上げ
(４０％→５０％)

○公共交通利用者の安全 快適性向上に資する事業の

市役所
跡地

百貨店
跡地

駅

大規模空き店舗 ス パ 図書館等

既存ストックの有効活用を図るため、コンバー
ジョンにより、生活に必要な都市機能を整備

生活に必要な都市機能の支援内容

○低・未利用地の有効活用を図る事業の場合
：民間事業者負担を１／３から１／５に軽減

中心拠点の核の形成に向けて 生活に
生活に必要な都市機能の早期確保、空
きビル等の早期解消のため 賃借によ

中心拠点区域（上記①）

○公共交通利用者の安全・快適性向上に資する事業の
場合 ：民間事業者負担を１／３から１／５に軽減

大規模空き店舗→スーパー、図書館等

その他施設

医療施設

商業施設

ＥＶ
・

階段
等

専有部整備費 ※1

共同施設整備費

土地整備費

用地取得費 ※2

設計費

○下記の整備に要する費用

生鮮食料品店、福祉施設等の立地

中心拠点の核の形成に向けて、生活に
必要な都市機能を複合整備

きビル等の早期解消のため、賃借によ
る都市機能の整備

賃借による子育て支援施設の整備

○既存ストックの有効活用を図る事業の場合
：民間事業者負担を１／３から１／５に軽減

商業施設 設計費

○賃借に要する費用

朱書き・下線は拡充部分

○複数の都市機能を有する事業の場合
：民間事業者負担を１／３から１／５に軽減

※１：民間の場合は専用部整備費
の23％相当に限る

※２：民間の場合は緑地、広場、通
路等の公共の用に供する敷地

に相当する部分に限る



鉄道と街づくりの一体開発の手法 9

位置づけ① 「つくばエクスプレス」は、「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関する特別措置法宅」に基づき宅
地開発及び鉄道整備の一体的推進が計画的に進められている。

② 駅を中心としたコンパクトな都市開発が進行しており、共住機能、商業機能、文化機能、学術研究機能などなどの種々の
ビ がサービスが提供されている。

◆大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関する特別措置法の仕組み

第 段階■第一段階

鉄道施設区

施行地区

先買い地

■第二段階
鉄道施設区

集約換地

■ 第三段階

新駅

商業ビル

公園

■土地区画整理事業の事業計画 ■一体型の土地区画整理事業が ■鉄道の整備、公共施設の整備

出典：「三井不動産ホームページ」
用地

■土地区画整理事業の事業計画

で、鉄道施設区を設ける。

■地方公共団体、都市基盤公団、

住宅供給公社などが地域内の

■ 体型の土地区画整理事業が

認可される。

■これと合わせて土地利用が決め

られる。

■先買いした用地を鉄道施設区内

が進むと建物の建設が始まる。

さらに、公共施設などが整備

され、総合的なまちづくりが完成。 特定地域

土地を先買いする。
■先買いした用地を鉄道施設区内

に集約換地する。

され、総合的なまちづくりが完成。

研究学園 葛城の街並み 柏の葉キャンパスシティ

重点地域

特定地域



沿線全体の連携による高齢者割引パスの考え方・方向性（案） 10

① 国内において高齢者割引パスの制度が導入されており、高齢者の移動支援、生活支援に役立っている。

② 鉄道沿線地域全体で類似の制度を検討する場合に、ⅰ）利用者の負担額、ⅱ）利用できる対象者、ⅲ）利用できる交通
手段の種類、ⅳ）地理的な適用範囲、ⅴ）公共交通事業者、自治体が相互に協力し合う仕組み などについて検討が必

ⅰ）利⽤者の負担額
利用者の自己負担無し 所得による負担額の設定 定額の補助などの種類がある

種類、 、 、
要と考えられる。

◆ 国内の事例による高齢者割引パスの特徴

• 利用者の自己負担無し、所得による負担額の設定、一定額の補助などの種類がある。

ⅱ）利用できる対象者

• 居住者のみならず来訪者も購入・利用できるパス：来訪者も利用可能にすることによって、回遊性向上の効果が期待できる。

e.g. 北九州市のふれあい定期

ⅲ）利用できる交通手段の種類ⅲ）利用できる交通手段の種類

・ 現在ではバスまたは市営地下鉄などが主であり、民営鉄道等の例は大都市では少ない。

• 様々なパターンを用意して選択の幅を広げる：利用者のライフスタイルに合わせた利用が可能になる。

e.g. 浜松市の社会参加促進事業

ⅳ）地理的な適用範囲

基本的に制度を導入し る地方自治体 範囲内 適用・ 基本的に制度を導入している地方自治体の範囲内で適用。

・ 複数の自治体の連携によるパスの設定：より広範囲の公共交通が利用でき、利用者の利便性向上の効果がある。

e.g. 東京都のシルバーパス:東京都内であれば市区町内を利用可能
ⅴ）公共交通事業者、自治体が相互に協力し合う仕組み

• 行政と公共交通事業者の協力によるパスの設定：行政と公共交通事業者が協力することによって、利用者の負担を減らし、利用しやすい行政と公共交通事業者の協力によるパスの設定：行政と公共交通事業者が協力することによって、利用者の負担を減らし、利用しやすい
金額設定が可能になる。

e.g. 北陸鉄道のシルバー定期および金沢市の金沢市シルバー定期券助成制度

【参考】運賃及び料金設定の制度
① び料金 定 び変 が あ が 範 定 等 特急料金 グ 料金 寝台料金 座席指定料① 運賃及び料金の上限の設定及び変更は国土交通大臣の認可が必要であるが、上限の範囲内で定める運賃等や特急料金、グリーン料金、寝台料金、座席指定料

金等の設定、変更は事前の届出でよいとされている。
② 回数旅客運賃や運賃及び料金の支払いのためのプリペイドカード等の割引や、適用する期間、区間、その他の条件を定めて行う運賃・料金の割引も割引率に関係

なく届出でよいとされている。



市域人口、市街化人口 、2km圏域人口の推移 11

増減率（2035年－2005年）／2005年

20%

40%

町田市 相模原市 座間市 海老名市 厚木市 伊勢原市 秦野市 松田町 開成町 小田原市

• 沿線全体で約160万人の人口規模があり、
駅による人口集積の度合が異なる。

• 一方、市町ごとに将来の人口増減をみると、
都心から遠い市町では 海老名市と開成

-40%

-20%

0%

市域人口 市街化区域人口 2km圏域人口

市街化区域人口

都心から遠い市町では、海老名市と開成
町を除き、人口の減少が顕著である。

• 市域人口と駅周辺（2km）圏の人口増減を

比較すると、海老名市は駅周辺への人口
集積が進み、一方、町田市、相模原市南

200,000

400,000

600,000

人

2005年 2035年
区、伊勢原市、秦野市では駅周辺の人口
減少が進むことが予想される。

• 沿線地方公共団体が連携し、高次な都市
機能を配置することで、沿線全体の都市
サービス機能向上 定住人口・交流人口の

市区町 町田市 相模原市南区 座間市 海老名市 厚木市 伊勢原市 秦野市 松田町 開成町 小田原市 合計

2005年 418,851 276,041 129,883 108,538 225,523 100,153 169,214 13,091 11,908 192,824 1,646,026

0

町田市 相模原市南区 座間市 海老名市 厚木市 伊勢原市 秦野市 松田町 開成町 小田原市

サ ビス機能向上、定住人口・交流人口の
維持・増加を図ることが重要と考えられる。

2035年 457,204 246,164 117,311 127,914 211,232 90,926 148,359 8,432 16,268 162,963 1,586,773

増減率(2035-
2005）/2005

9% -11% -10% 18% -6% -9% -12% -36% 37% -15% -4%

2005年 418,851 276,041 129,724 106,690 219,575 90,971 163,728 10,295 11,908 186,600 1,614,383

2035年 457 204 246 164 115 178 123 857 195 296 77 076 131 581 6 674 16 268 150 420 1 519 718

市域人口（人）

市街化区域人口
2035年 457,204 246,164 115,178 123,857 195,296 77,076 131,581 6,674 16,268 150,420 1,519,718

増減率(2035-
2005）/2005

9% -11% -11% 16% -11% -15% -20% -35% 37% -19% -6%

2005年 173,629 174,722 100,606 69,706 74,806 81,187 148,922 10,332 9,340 97,719 940,969

2035年 154,751 140,425 89,112 92,354 70,259 65,809 120,157 7,277 12,844 81,928 834,916

（人）

2km圏域人口
（人）

増減率(2035-
2005）/2005

-11% -20% -11% 32% -6% -19% -19% -30% 38% -16% -11%

（人）


